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１　令和６年１２月農林水産部補正予算（追加提出分）（案）総括表

【一般会計】 農業委員会を除く (単位：千円)

10,414,060 87,962 10,502,022

6,171,740 87,962 6,259,702

 (項１) 農業費 2,641,554 35,111 2,676,665 農業総務一般管理費 23,881 ※

農業振興対策事業費 9,453

畜産振興対策事業費 5,000

営農サポートセンター管理
運営費

1,198 ※

山村振興対策事業費 2,055 ※

公設地方卸売市場事業特別
会計繰出金

▲ 6,476 ※

 (項２) 農地費 2,356,481 42,776 2,399,257 農地事務費 46,570 ※

農業環境対策費 503 ※

農業集落排水事業会計
補助金

▲ 4,297 ※

（項３）林業費 782,064 3,689 785,753 林業事務費 3,689 ※

（項４）水産業費 391,641 6,386 398,027 水産事務費 4,536 ※

沿岸漁業振興対策事業費 150

内水面漁業振興対策事業費 1,700

※は人件費のみ

【公設地方卸売市場事業特別会計】 (単位：千円)

1,763,430 ▲ 6,476 1,756,954

1,682,272 ▲ 6,476 1,675,796

（項１）総務管理費 241,934 ▲ 6,476 235,458 一般管理費 ▲ 6,476 ※

※は人件費のみ

備考

予算科目(款･項）

公設地方卸売市場事業
特別会計 合計

（款１）公設地方卸売
　　　　市場費

補正後の額

農 林 水 産 部 合 計

（款６）農林水産業費

区分 
補正前の額 今回補正額

区分 
補正前の額 今回補正額 補正後の額 備考

予算科目(款・項）
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【農業集落排水事業会計】 (単位：千円)

1,325,185 ▲ 4,297 1,320,888

（項１）　営業費用 1,213,125 ▲ 3,792 1,209,333 総係費 ▲ 3,792 ※

（項３）　特別損失 19,882 ▲ 505 19,377 その他特別損失 ▲ 505 ※

※は人件費のみ

（款１）農業集落排水
　　　　事業費用

区分 
補正前の額 今回補正額 補正後の額 備考

予算科目(款･項）

 
2



２　人件費補正について

(1) 人件費

農業委員会を除く

現計
予算

今回
補正

増減

農政企画課 111,199 19,388 130,587 14 16 2

農業水産課 90,978 3,003 93,981 11 11 0

農業振興課 90,490 4,790 95,280 10 11 1

農地林務課 21,032 347 21,379 2 2 0

５農業技術特産
  振興費

営農サポー
トセンター 65,239 290 65,529 9 9 0

７公設地方卸売
  市場費

農政企画課 98,104 △ 6,476 91,628 - - -

477,042 21,342 498,384 46 49 3

農村整備課 86,705 △ 617 86,088 11 11 0

国営農地再編
整備推進室 67,875 7,728 75,603 8 9 1

農地林務課 52,588 39,459 92,047 7 11 4

４農業集落排水
  費

農村整備課 139,926 △ 4,297 135,629 - - -

347,094 42,273 389,367 26 31 5

森林政策課 64,531 △ 5,695 58,836 8 8 0

農地林務課 48,603 5,590 54,193 6 7 1

113,134 △ 105 113,029 14 15 1

１水産業総務費 農業水産課 21,756 4,536 26,292 3 3 0

21,756 4,536 26,292 3 3 0

959,026 68,046 1,027,072 89 98 9

【一般会計】

款 項 目 所　　属
現計
予算額

（千円）

補正額
（千円）

補正後
予算額
（千円）

職員数（人）

６
農
林
水
産
業
費

１
農
業
費

２農業総務費

３
林
業
費

１林業総務費

計

計

２
農
地
費

１農地総務費

計

４
水
産
業
費

計

合　　 計
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【公設地方卸売市場事業特別会計】

現計
予算

今回
補正

増減

１一般管理費
地方卸売市
場 98,104 △ 6,476 91,628 12 11 △ 1

98,104 △ 6,476 91,628 12 11 △ 1

98,104 △ 6,476 91,628 12 11 △ 1

【農業集落排水事業会計】

現計
予算

今回
補正

増減

3 総係費 農村整備課 34,790 △ 4,308 30,482 4 4 0

34,790 △ 4,308 30,482 4 4 0

2 その他特別損失 農村整備課 3,075 △ 505 2,570 4 4 0

3,075 △ 505 2,570 4 4 0

37,865 △ 4,813 33,052 4 4 0

款 項 目 所　　　属
現計
予算額

（千円）

補正額
（千円）

補正後
予算額
（千円）

職員数（人）

１
公
設
地
方
卸

売
市
場
費

１
総
務
管
理

費

計

合　　 計

款 項 目 所　　属
現計
予算額

（千円）

補正額
（千円）

補正後
予算額
（千円）

職員数（人）

１
農
業
集
落
排
水
事
業
費
用

１
営
業
費
用

計

３
特
別
損
失

計

合　　 計
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(2) 報酬等

農業委員会を除く

農政企画課 5,665 2,501 8,166

農業振興課 6,148 △ 6,148 0

４山村振興費 農業振興課 10,474 2,055 12,529

５農業技術特産
  振興費

営農サポー
トセンター 11,373 908 12,281

33,660 △ 684 32,976

２土地改良費 農村整備課 0 503 503

0 503 503

森林政策課 25 3,430 3,455

農地林務課 3,229 364 3,593

3,254 3,794 7,048

36,914 3,613 40,527

【農業集落排水事業会計】

3 総係費 農村整備課 6,334 516 6,850

6,334 516 6,850

2 その他特別損失 農村整備課 104 0 104

104 0 104

6,438 516 6,954

1,138,347 60,886 1,199,233

【一般会計】

款 項 目 所　　属
現計
予算額

（千円）

補正額
（千円）

補正後
予算額
（千円）

6
農
林
水
産
業
費

１
農
業
費

２農業総務費

計

２
農
地
費 計

３
林
業
費

１林業総務費

計

合　　 計

款 項 目 所　　属
現計
予算額

（千円）

補正額
（千円）

補正後
予算額
（千円）

１
農
業
集
落
排
水
整
備
費

１
営
業
費
用

計

３
特
別
損
失

計

合　　 計

農林水産部
人件費・報酬等
総　　　　　計

現計
予算額

（千円）

補正額
（千円）

補正後
予算額
（千円）
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【農業振興対策事業費】 

 

３ 農業用電気料金高騰緊急支援事業について 

［農業水産課］  

 

(1) 補正額           ３，９５３千円 

 

財源内訳 国庫補助金    １，１７３千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

県支出金   ２，７８０千円 

 

(2) 事業目的 

電気料金の高止まりから、ＪＡや大規模生産者等が運営する農業用

施設に対し、引き続き電気料金の負担増に対する支援を行うことで農

業の維持・継続を図る。 
 

(3) 事業内容 

ア. 農業用電気料金高騰緊急支援事業補助金   ３，８４６千円 

①ＪＡ等の共同利用施設 

カントリーエレベーター、ライスセンター、大豆乾燥調製施設、

園芸作物の集出荷貯蔵施設等 

補助率：令和 7 年 1～12 月分の電気料金の負担増加額(R4 年比)×3/16 

（県 1/8 以内、市 1/16） 

②大規模生産者の乾燥調製施設 

水稲作付面積がおおむね 20ha（中山間地域では 16ha）以上の大

規模生産者が運営する乾燥調製施設等 

補助率：令和 7 年 8～11 月分の電気料金の負担増加額(R4 年比)×1/8 

（県 1/8 以内） 

③中規模生産者の乾燥調製施設 

水稲作付面積がおおむね 10～20ha（中山間地域では 8～16ha）

の県単の対象とならない生産者が運営する乾燥調製施設等 

補助率：令和 7 年 8～11 月分の電気料金の負担増加額(R4 年比)×1/8 

（市 1/8 以内） 

 

イ. 推進事務費                  １０７千円 

県単事業に係る補助金の交付に必要な消耗品、郵便料等の事務費 

6



 

【農業振興対策事業費】 

 

４ 農業用物価高騰対策緊急支援事業について 

（施設園芸燃油高騰対策緊急支援事業）  

     ［農業水産課］ 

 

(1) 補正額          ９００千円 

 

財源内訳 国庫補助金    ９００千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 

(2) 事業目的 

燃油等の価格が高止まりし、農業者の負担が大きくなっていることか 

ら、必要な支援を行い、農業の維持・継続を図る。 

 

(3）事業内容 

施設園芸燃油高騰対策緊急支援事業     ９００千円 
施設園芸農家に対し、施設で使用している燃油の価格上昇分の一部を

支援する。 

  （灯油の R4 年度と R6 年度の価格上昇分 23 円/ℓ×補助率 1/4＝5 円） 

・対象施設 園芸施設（野菜・果樹・花き等） 

    ・交付額  令和６年の燃油使用量に対し 5 円/ℓ（180,000ℓ分） 
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【農業振興対策事業費】 

 

５ 農業用物価高騰対策緊急支援事業について 

（畜産施設電気料等高騰対策緊急支援事業） 

        ［農業水産課］ 

 

(1) 補正額         ４，６００千円 

 

財源内訳 国庫補助金    ４，６００千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 

(2) 事業目的 

電気料金が高止まりし、畜産農家では厳しい経営が続いていることか

ら、必要な支援を行い、畜産業の維持・継続を図る。 

 

(3) 事業内容 

畜産施設電気料等高騰対策緊急支援事業    ４，６００千円 

畜産農家に対し、高止まりしている電気料金等の価格上昇分の一部を

支援する。 

（ただし、上限を 1,500 千円/経営体に設定し、特に厳しい経営状況に

ある中小規模の経営体を重点的に支援する。）  

    

   ・対象施設 畜産施設（畜舎、堆肥舎など） 

   ・交付額  令和４年と６年の電気料金等の差額の１/２相当 

 【上限１，５００千円/経営体】 
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【畜産振興対策事業費】 

 

６ 畜産飼料二毛作体系推進緊急支援事業について 

［農業水産課］ 

(1) 補正額         ５，０００千円 

 

財源内訳 国庫補助金    ５，０００千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 

(2) 事業目的 

飼料価格や物価の高止まりに加え、高温による乳量の減少や乳価の低

迷など危機的な状況が続く畜産の飼料自給率を緊急的に向上させること

により、畜産業の維持・継続を図る。 
 

(3) 事業内容 

畜産飼料二毛作体系推進緊急支援事業     ５，０００千円 
不耕起栽培による二毛作など飼料の生産拡大に必要な機械の導入支援 

・事業実施主体 認定農業者もしくは認定新規就農者である畜産農家 
・補 助 率 １/２（上限 5,000 千円） 

 
〇推進する栽培技術【不耕起栽培技術】 

水田率が高い本市では、降雨により適期作業が滞る場合が多く、牧草の二毛

作栽培を妨げる要因となっていることから、作業時間が大幅に短縮可能な「不

耕起栽培技術」を進め、二毛作栽培面積の拡大による自給率向上を図る。 

 

不耕起栽培技術（不耕起施肥播種機） 

従前の作業（５工程）  不耕起栽培による作業（１工程） 
耕転→播種→施肥→覆土→鎮圧  播種（施肥含む） 
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【沿岸漁業振興対策事業費】 

 

７ 漁業用物価高騰対策緊急支援事業について 

        ［農業水産課］ 

 

（1）補正額         １５０千円 

 

財源内訳 国庫補助金    １５０千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 

（2）事業目的 

電気料金が高止まりし、漁業協同組合の負担が大きくなっていることか

ら、共同利用施設における電気料金の負担増に対する支援を行うことで漁

業の維持・継続を図る。 

 

（3）事業内容 

荷捌き施設物価高騰対策緊急支援事業      １５０千円 

とやま市漁業協同組合に対し、荷捌き施設における電気料金の価格上

昇分の一部を支援する。 

 

  ・対象施設 荷捌き施設（水橋、岩瀬、四方） 

 

・補助率  令和 6 年 1～12 月分の負担増加額(R4 年比)×1/4 
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【内水面漁業振興対策事業費】 

 

８ 漁業用物価高騰対策緊急支援事業について 

        ［農業水産課］ 

 

（1）補正額         １，７００千円 

 

財源内訳 国庫補助金    １，７００千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 

（2）事業目的 

電気料金・稚魚増殖用エサ等の価格が高止まりし、漁業協同組合の負担

が大きくなっていることから、これらの負担増に対する支援を行うことで

漁業の維持・継続を図る。 

 

（3）事業内容 

神通川増殖場物価高騰対策緊急支援事業     １，７００千円 

富山漁業協同組合に対し、神通川増殖場における燃油、電気料金及び

稚魚増殖用エサの価格上昇分の一部を支援する。 

 

  ・対象施設 神通川アユ・マス増殖場 

        神通川アユ増殖場 

        神通川サケ増殖場 

 

・補助率  令和 6 年 1～12 月分の負担増加額(R4 年比)×1/4 
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